






























はじめに 

1.新潟県における母子保健の現況 

新潟県における母子保健事業は市町村に委託実施されており、保健所は市町村の指導を主

とし、必要に応じて技術援助を行っている。従って、県は市町村に対し委託費を支払って

おり、また、母子保健法第 13 条による妊婦健康診査受診票は市町村に委託して、妊娠届出

の際、市町村の窓口で交付されるようになっている。受診票は健康診査受診後、医療機関

から発行した保健所に請求され、保健所で支払いをするよう定められている。 

ちなみに、昭和 55 年度の新津保健所管内(3 市、3町、1 村、人口 203,323 人)で、委託費

は、9,776,659 円にのぼり、妊婦健康診査に対する医療機関への支払いは、13,273,210 円

となっている。 

以上のような実情のため、保健所では母子保健事業の情報が得られにくいうらみがある反

面よりきめの細かい施策が市町村で実施されていると言う利点も認められる。 

これらの実情を踏まえて、本年度は次の 2つの項目につき研究を行った。 


